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沖縄県の離島からの住民避難・受入れに係る取組
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１．沖縄県の離島からの住民避難・受入れ
に係る検討全体像



○ 令和４～６年度には、国と沖縄県・先島５市町村

（※）による共同訓練として、武力攻撃予測事態を

想定し、先島諸島から九州・山口各県への住民

避難に係る図上訓練を実施。

〇 令和７年度も引き続き実施予定。

〇 令和８年度に実動訓練を含む沖縄県国民保護

訓練（国重点）を実施予定。

１．沖縄県の離島からの住民避難・受入れに係る検討 全体像

沖縄県の離島からの住民避難検討

○ 我が国を取り巻く厳しい安全保障環境の中、万が一の事態に備え、平素から、国・地方、官・民の関係機関が連携し

て様々な検討を行っておくことは重要。

○ 沖縄県の国民保護に関しては、沖縄県及び先島５市町村、また九州各県等と連携し、離島地域からの避難手順や、

避難先地域における受入れ態勢の準備に係る検討に取り組んでいる。

（※）宮古島市、石垣市、竹富町、与那国町、多良間村 福岡
佐賀

長崎
大分

熊本

宮崎鹿児島

山口

屋内避難
島外避難

要避難地域（※）
（沖縄県）

沖縄県先島諸島
沖縄本島等

避難先地域（※）
（九州・山口各県）
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九州・山口各県での受入れ検討

避難元市町村（経由空港） 避難先県

石垣市 （福岡）
山口県
福岡県
大分県

竹富町 （福岡） 長崎県
与那国町 （福岡） 佐賀県

宮古島市 （鹿児島）
福岡県
熊本県
宮崎県
鹿児島県

多良間村 （鹿児島） 熊本県

○ 令和６年度からは、避

難先として想定する九

州・山口各県において、

受入れ検討に着手。

〇 令和６年度中に初期

的な計画を作成。

〇 令和８年度までに受

入れ基本要領を作成

予定。

先島諸島５市町村の人口

郡市町村名 人口(人)

宮
古
・八
重
山

宮古島市 55,583

石垣市 49,821 

竹富町 4,204

与那国町 1,689

多良間村 1,040

計 112,337

このほか、約１万人の
入域者が島外避難が必
要な地域に滞在と想定

（出典）令和７年１月１日
現在住民基本台帳人口
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（※）訓練上の想定であり、特定の有事を想定したものではない。

１日約２万人の輸送力を確保。
単純計算で６日で１２万人の避難
が可能。

10,485人/日

1,727人/日

9,477人/日

8,000人/日

480人/日

550人/日

600人/日

200人/日

久部良港

多良間港

新石垣空港

多良間空港

石垣港 那覇港

宮古空港
下地島空港

平良港大神漁港 那覇港

沖
縄
本
島

沖
縄
本
島



２．沖縄県の離島からの住民避難検討

※令和６年度沖縄県国民保護訓練資料を基に作成



【訓練概要】

【検討テーマ】
（主なもの）

【訓練想定】

１ 域外輸送計画のさらなる実効性の向上について
・受入空港（福岡空港・鹿児島空港）の誘導パターンの整理

・沖縄本島以北の船舶輸送力の確保の検討

・自衛隊・海上保安庁のアセットの活用にかかる船舶視察

２ 要配慮者の避難手順の検討

・要配慮者の規模の把握と態様に応じた搬送計画の整理

３ 円滑な避難誘導のための避難要領等のさらなる具体化
・新石垣空港等の実地確認を踏まえた避難要領の精緻化

・医療・福祉施設における避難要領案の作成

・市町村における住民意見交換会の実施

○ 令和７年１月30日に、国・沖縄県・先島諸島５市町村（※） による共同訓練として、武力攻撃予測事態を想定し、

先島諸島から九州・山口各県への住民避難に係る図上訓練を実施（令和４年度以降３回目）。 （※）宮古島市、石垣市、竹富町、与那国町、多良間村

○ 今回の訓練で判明した課題等について、令和７年度も、関係機関が連携し、継続して検討・訓練に取り組む。

２-1．令和６年度 沖縄県国民保護訓練

１ 日 時 令和７年１月３０日（木） １０時～１５時30分

２ 場 所 沖縄県庁４階講堂 （オンライン参加を含む）

３ 参加者 沖縄県、先島諸島５市町村（宮古島市、石垣市、竹富町、与那国町、多良間村）、内閣官房、総務省消防庁、
内閣府沖縄総合事務局、警察庁、厚生労働省、農林水産省、国土交通省、海上保安庁、環境省、
防衛省・自衛隊、財務省沖縄地区税関、沖縄県警察、指定公共機関・指定地方公共機関（航空事業者、
海運事業者、電力事業者） 、九州・山口各県等

（ 計 ７３機関 ３５６名参加） ［参考］ 令和５年度訓練 計４５機関 ２２０名参加、令和４年度訓練 計３１機関 １０６名参加

佐賀

福岡

大分

長崎
熊本

鹿児島 宮崎

山口

屋内避難

島外避難

要避難地域（沖縄県）

先島諸島５市町村の人口

郡 市町村名 人口(人)

宮
古
・
八
重
山

宮古島市 55,583
石垣市 49,821
竹富町 4,204
与那国町 1,689
多良間村 1,040
計 112,337

沖縄県先島諸島

沖縄本島等

このほか、約１万人の観
光客が島外避難が必要
な地域に滞在と想定

（出典）令和7年１月１日現在
住民基本台帳人口

避難先地域（九州・山口各県）

先島諸島の住民等
約12万人が県の区域
を越えて避難

［参考］令和５年度までの検討

１ 輸送力の確保

・指定公共機関等と連携した輸送計画の検討

２ 要配慮者の避難手順の検討

・基本的考え方の整理

３  円滑な避難誘導のための避難要領等のさらなる具体化

・空港・港湾までの誘導計画の検討
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２-２．訓練の様子

会場全景 玉城沖縄県知事挨拶 国 避難措置の指示案説明

市町村 避難実施要領案の説明①沖縄県 避難の指示案説明

オンライン参加の関係機関発言

宮古島市

市町村 避難実施要領案の説明②

市町村 避難実施要領案の説明③

与那国町
石垣市 竹富町多良間村

対面参加の関係機関発言
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受入空港のスポットからの誘導パターン整理 ※下図は、福岡空港の一例

船名 フェリーあけぼの クイーンコーラルクロス

概
要

２-３．令和６年度訓練検討テーマ①域外輸送計画のさらなる実効性の向上

○ 令和５年度までの検討において、輸送力の最大化について、各空港の駐機スポットの最大限の活用や船舶の臨時

定員の検討等により、平時の２倍を超える１日約２万人の域外輸送力を確保できる見込み。

（約１２万人の住民等は、単純計算で６日程度で九州へ避難できる見込み。）

〇 令和６年度は、福岡空港及び鹿児島空港における航空機の駐機する場所を整理するとともに、搭乗している避難

住民の円滑な陸上輸送（バス又は鉄道）に繋げるための誘導パターンを整理。

○ 沖縄本島－九州（鹿児島）間を運航する定期旅客船の活用について船舶事業者（マルエーフェリー、マリックスライ

ン）と調整し、活用に目処。（沖縄本島－宮古島間を航行可能な船舶の確保について、引き続き要調整。）

○ また、海上保安庁巡視船、自衛隊PFI船（※）において、行政職員や医療関係者等による現物確認を実施し、搬送対

象の一案を整理。 (※）災害発生時等の際の海上輸送力確保のため民間に運営を委ねている船舶。

海上保安庁巡視船
現物確認によるアセット活用の具体化

A オープンスポットに駐機、バスを機側につけ乗り換え

B 固定スポットに駐機、ターミナルを通じてバス又は鉄道に乗り換え

A B

受入空港の駐機場所の整理 ※下図は、福岡空港の一例

国内線

＝使用スポット

＝夜間駐機専用

＝未使用スポット

民間定期旅客船の活用（一例）

総トン数 8,083トン
全 長 145m 幅 24m
搭乗人員 678名（旅客）

（近海仕様） 乗組定員 30名

・スポット：個別の航空機を駐機するために定められた領域

・オープンスポット：搭乗橋（PBB）を備えないスポット

・固定スポット：旅客ターミナルビルに隣接し、搭乗橋（PBB）を備えるスポット

各船における船内区画等の把握や、要配慮者輸送にかかる車いすや担送の取り回しの可否を確認

自衛隊PFI船 ※搭乗人員 約５００名※搭乗人員 約２００名

総トン数 7,914トン
全 長 144.88m 幅 24m
搭乗人員 655名（旅客）

（限定近海仕様） 乗組定員 26名
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長期避難住宅

福祉避難所

受入医療機関

（親戚宅を含む）

医療・福祉ケア別の対象者

高齢者・要介護者

障害者（知的・精神）

外来人工透析患者

在宅酸素患者

在宅人工呼吸器使用患者

妊産婦

社会福祉施設
などに入所の方

要
配
慮
者
を
歩
行
の
可
否
、
医
療
の
要
否
等
に
応
じ
た
分
類
を
行
い
、
適
切
な
島

外
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難
手
段
へ
の
割
り
振
り
及
び
必
要
な
付
添
い
（医
療
従
事
者
）に
つ
い
て
整
理

（避
難
先
地
域
）
空
港

・
港

対象者の搬送手段、搬送先との調整等対象者の
人数把握

※ 避難先県との調整

医療機関
入院中の方

一般航空機

船舶

ヘリ等

島外搬送手段

主に単独歩行・介助に
よる移動が可能な方

主に寝たきり等の一般航
空機で搬送できない方

主に症状が重く、長時間
の搬送が不可能な方、避
難中も継続して高度医療
が必要な方等

各
県
避
難
先
連
絡
所

２-３．令和６年度訓練検討テーマ②要配慮者の避難手順のさらなる具体化

○ 令和６年度は医療・福祉ケア別の対象者について、①各市町村の対象者の規模を把握した上で、健康状態等に応

じた分類（歩行の可否、医療の要否等に応じた分類）を実施し、②分類別の搬送手段及び支援体制の一案を整理し

て、搬送手段の割り振りを実施。

石垣市 宮古島市 竹富町 与那国町

11名

15名

3名

0名

0名

0名

0名

0名

3名

1,971名

1,013名

168名

4名

345名 531名 0名

19名

3,392名

2名

387名

696名 659名

14名

7名

1名

1,120名275名 0名

2名

多良間村

25名

690名

2名

2名

140名175名 2名

115名44名 5名 1名

24名14名 0名0名0名

605名 593名 1名

0名

0名

計 7,663名

（3,899名）

（220名）

（3,544名）

＜令和７年度の主な検討課題＞
・航空機のさらなる活用を含めた一般航空機及び船舶
で搬送可能な要配慮者の精査等

・避難先県との搬送等に係る調整 5



① 新石垣空港等での実地確認

・ 空港到着から航空機搭乗直前までの一連の流れ等を確認し、避難実施要領を精緻化・改善

② 医療・福祉施設における避難要領案の作成

・ 医療・福祉施設をモデル的に選定し、入所者の避難動線や避難時に必要となる人員体制等について整理

③ 市町村における住民意見交換会の実施

・ 令和６年度は石垣市、与那国町において住民参加型の住民意見交換会を実施

① 新石垣空港等での実地確認
• 臨時に増設した保安検査レーンにおいて、165名（小型ジェット機の搭乗人数）規模で

バス到着から搭乗手続き終了までの誘導動線等を確認し、要配慮者の誘導も含めた

より現実的な動きを整理。

• 声掛けの内容等も含めた誘導マニュアルの作成や、応援職員の派遣も含めた十分な

検査要員の確保を検討する必要。

② 医療・福祉施設における避難要領案の作成

出典：OTV 沖縄テレビ放送

• 入所者（計19名）は一般の住民と同

様に県が確保した民間の高速船に

よる避難を基本。

• 必要に応じ、関係機関と連携し、船

舶や別途確保した航空機（ドクター

ヘリ等）による避難を検討。

③ 市町村における住民意見交換会の実施

• 全５回実施。

• 引き続き、住民の理解促進のために実施を継続する必要。

＜竹富町：南風見苑（特別養護老人ホーム）の例＞

出典：沖縄テレビ放送

石垣市は全４回（地域別）実施 与那国町は昨年度に続き、１回実施

出典：八重山毎日新聞

地元職員が協力の上で動線を精査
車いすの方

も参加

２-３．令和６年度訓練検討テーマ③円滑な避難誘導のための避難要領等のさらなる具体化

はえみえん
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３．九州・山口各県での受入れ検討



３-１．受入れに係る初期的な計画 検討概要

〇 ６月３日の九州地方知事会において、以下の内容について、国から九州・山口各県に対して協力要請を行った。
 ・ 国が提示した避難元市町村と避難先県のマッチングに基づき、避難元市町村と避難先市町村のマッチングを検討。  
・ 避難当初の約１か月間における受入れに係る初期的な計画を作成。

〇 国は各県ごとに担当を設けて、九州・山口各県における受入れに係る初期的な計画の作成支援を実施。

【九州地方知事会（令和６年６月３日）時の様子】

（※）福岡県は石垣市及び宮古島市、熊本県は宮古島市及び多良間村となる。

【避難元市町村と避難先県のマッチング（6/3提示）】

検討事項 主な検討内容

①輸送手段の確保

空港からの避難住民の輸送手段の確保に係る検討、
輸送要領の作成

避難者の受入れ窓口である避難先連絡所の開設・運営要領の作成

避難先連絡所～割り振られたホテル・旅館等までの輸送手段の
確保に係る検討、輸送要領の作成

②収容施設
  （ホテル等）の供与

ホテル等の確保に係る検討、運営要領の作成、ホテル等への
避難住民の割振り案の作成

避難先連絡所等における情報提供体制の確保に係る検討

生活相談等窓口の設置

③食品・飲料水の
   調達・提供

食品・飲料水の調達・集積方法、事業者との協定に係る検討

食品・飲料水の提供主体、提供方法の整理

④生活必需品の
   調達・提供

必要物資の調達・集積方法、事業者との協定に係る検討

不足品等の管理・供給体制の確保に係る検討

⑤避難者の健康管理

宿泊施設等の避難所への保健師の派遣、巡回診療、透析等患者の
通院先案内手順の整理

避難者の精神面のケアを行う体制の確保に係る検討

⑥通信設備の提供
避難先連絡所、ホテル等におけるWi-Fiを含むインターネット利用
環境の整備に係る検討

【初期的な計画の検討事項】
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〇 沖縄県及び避難元市町村と避難先県及び避難先市町村で個別にすり合わせを行いながら、各コミュニティの住民と
避難先市町村をマッチング。

〇 マッチングに際し、避難先でのコミュニティ維持、経由空港からのアクセス及び宿泊施設のキャパシティ等を勘案。

   先島５市町村の住民約１１万人について、下記の九州・山口８県３２市町で受け入れる計画とした。

３-２．受入れに係る初期的な計画概要（避難元市町村と避難先市町村のマッチング）

（※1）人口及び受入れ数は概数。
（※2）福岡県は石垣市・宮古島市、熊本県は宮古島市・多良間村の２自治体を受入れ。 8

避難元（沖縄県） 受入れ先（九州・山口各県）
市町村（経由空港） 人口（※1） コミュニティ 受入れ数（※1） 市町村 県 受入れ数（※1）

与那国町  （福岡） 1,700
比川・祖納 1,000 佐賀市

佐賀県 1,700
久部良 700 鳥栖市

竹富町 （福岡） 4,200
竹富島・黒島 500 諫早市

長崎県 4,200小浜島・新城島・西表島・鳩間島 3,200 長崎市
波照間島 500 大村市

石垣市 （福岡）  50,100

白保小学校区などの４小学校区 2,400 山口市

山口県 12,600
石垣小学校区 6,000 下関市
宮良小学校区などの３小学校区 2,100 宇部市
伊野田小学校区などの４小学校区 1,200 防府市
吉原小学校区・川平小学校区 900 山陽小野田市
新川小学校区内 ２地区 3,400 大分市

大分県 10,500
新川小学校区内 １地区 2,000 由布市       
新川小学校区内 １地区 400 九重町
真喜良小学校区内 １地区 4,500 別府市
真喜良小学校区内 １地区 200 日田市
登野城小学校区などの４小学校区 27,000 福岡市

福岡県（※2） 47,400

宮古島市 （鹿児島）  55,700

南小学校区・北小学校区 12,300 北九州市
平良第一小学校区内 ５地区 2,500 久留米市
平良第一小学校区内 富名腰２区 1,400 大牟田市
平良第一小学校区内 ３地区 1,700 飯塚市
平良第一小学校区内 ２地区 1,100 田川市
平良第一小学校区内 富名腰１区 1,400 朝倉市
久松小学校区などの３小学校区 9,800 宮崎市 宮崎県 9,800
東小学校区などの３小学校区
西城小学校区内 ２地区

8,400 鹿児島市

鹿児島県 13,800城辺小学校区・砂川小学校区 3,100 霧島市
池間小学校区・西城小学校区内 ５地区 1,500 指宿市
福嶺小学校区 800 鹿屋市
上野小学校区などの３小学校区 9,300 熊本市

熊本県（※2） 12,800
旧伊良部小学校区

1,300 阿蘇市
1,000 大津町

旧来間小学校区 100 山鹿市
多良間村 （鹿児島） 1,100 多良間島 1,100 八代市

合 計  112,800 112,800



避難小学校区 人数 出発空港 空港発 → 鹿児島着 鹿児島空港発 → 避難先 旅館・ホテル着 バス台数49台（大44台，中３台，小２台）

西城Ａ 165 宮古 16:45 → 18:15 19:00→ 指宿 20:30大①大②大③大④

福嶺 177 下地 17:55 → 19:25 20:10→ 鹿屋 21:45大⑤大⑥大⑦大⑧

西城Ａ 165 宮古 17:55 → 19:25 20:10→ 指宿 21:40大⑨大⑩大⑪大⑫

福嶺 177 下地 18:20 → 19:50 20:35→ 鹿屋 22:10大⑬大⑭大⑮大⑯

西城Ａ 335 宮古 18:55 → 20:25 21:10→ 指宿 22:40大⑰大⑱大⑲大⑳大㉑大㉒大㉓小①

西城Ｂ 165 宮古 19:05 → 20:35 21:20→ 鹿児島 22:05大㉔大㉕大㉖大㉗

福嶺 177 下地 19:10 → 20:40 21:25→ 鹿屋 23:00大㉘大㉙大㉚大㉛

西城Ｂ 165 宮古 19:35 → 21:05 21:50→ 鹿児島 22:35大㉜大㉝大㉞大㉟

西城Ｂ 142
宮古 20:15 → 21:45 22:30

→ 鹿児島 23:15大㊱大㊲中①中②

城辺 23 → 霧島 22:55中③

城辺 335 宮古 20:20 → 21:50 22:35→ 霧島 23:00大㊳大㊴大㊵大㊶大㊷大㊸大㊹小②

城辺 165 宮古 20:45 → 22:15 23:00→ 霧島 23:25大①大②大③大④

３-３．検討項目別の受入れに係る初期的な計画概要 【①輸送手段の確保】

〇  空港からの輸送手段の確保について、バスについてはバス協会やバス事業者と連携して貸切バス等を使用する案
で、新幹線についてはJR西日本やJR九州と連携して山陽新幹線や九州新幹線を使用する案で、避難経路や

  タイムテーブルを作成。
〇  避難者の受入れ窓口である避難先連絡所の候補地選定を行い、運営要領を作成。

   多くの県は、空港から貸切バスで輸送。ただし、山口県及び福岡県・長崎県の一部は地下鉄・新幹線を利用。

避難先地域
（九州・山口各県）

バス等

飛行機

バス

・徒歩等

＜避難イメージ＞

＜タイムテーブル(一部)【鹿児島県の事例より】＞

避
難
元
空
港

新
幹
線
駅

避難元地域
（沖縄県）

最
寄
り
駅

新
幹
線

バ
ス
・地
下
鉄

★
避
難
先
連
絡
所

宿泊施設等

（旅館・ホテル）

バス等

バ
ス
・徒
歩
等

（主な機能）
・避難者の受入窓口（本人確認、健康状態の確認等）
・ホテル・旅館等への輸送までの一時的な滞在地
・避難住民のコミュニティ維持等を目的とした
「つどいの場」としての機能

※凡例

・大：大型バス→45人/台（定員50人） ・中：中型バス→25人/台（定員27人） ・小：小型バス→20人/台（定員25人）

★避難先連絡所のイメージ避難側

検討事項

受入れ側

検討事項

福
岡
・
鹿
児
島
空
港空港での避難住民

の動きの具体化につ
いて来年度以降検討

【鹿児島県】

【山口県・鹿児島県以外の６県】

【山口県、福岡県・長崎県の一部】

（空港からは順次ピストン運行）
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３-３．検討項目別の受入れに係る初期的な計画概要 【②収容施設（ホテル等）の供与】

〇 事前に調査した収容施設のキャパシティを踏まえ、コミュニティ維持を考慮しながら宿泊施設の収容可能人数を整理。
○ 家族構成等を踏まえ、宿泊施設の部屋単位まで割振りをするルールを設定。
〇 選択したコミュニティについて、宿泊施設の部屋単位までの割振りをモデル的に実施。

九州・山口各県とも、各コミュニティについて、可能な限り近い範囲でホテル等を確保する計画とした。

① 県内の宿泊施設の収容可能人数を整理し、コミュニティ維持を考慮しながら、避難住民を割振り

② 家族構成等を踏まえ、宿泊施設の部屋単位まで割振り

考慮事項 割振り方針

家族構成

単身 １人１部屋

複数 同じホテル・旅館
原則として同じフロア

地域コミュニティ 可能な限り近隣のホテル等で同一
コミュニティを受入れ

【鹿児島県の事例より】

【福岡県が設定したルール例】国が示した基本ルール

※上記の考え方に基づき、部屋を割り振るもの。

なお、基本的な考え方であり、世帯の状況などにより、

割振りについては、柔軟に対応する予定である。【今後の課題】

福岡県内ホテルへのアンケート調査の結果、シングル素泊まりの通常価格平均が、災害救助法上の宿泊施設の借上げ料の上限
基準を上回るなど、乖離が生じている。

※前提条件

・避難先となるホテル等は全室空室

・避難先地域への入域自粛要請がかかる

避難元 地区 世帯数 人数 避難先 宿泊施設 部屋数
収容可能
人数

宮古島市 東小学校区 3,452 7,105
鹿児島市

（中心部）

収容施設１ 55 123

収容施設２ 57 166

収容施設３ 247 422

収容施設４ 237 270

収容施設５ 230 345

収容施設６ 351 446

収容施設７ 63 110

収容施設８ 155 210

10

同じコミュニティが近隣の
旅館・ホテルで受入れられ
るよう検討



○ ホテル等において３食提供することを依頼しつつ、難しい場合は生活協同組合及び小売業者等との自然災害時の

災害時応援協定の枠組みの活用等により、ホテル等に食事の配送を行う要領を事業者と連携して作成。

   九州・山口各県とも、ホテル等で食事を提供しつつ、難しい場合は小売業者等と連携して食事を提供する形に

整理した。

３-３．検討項目別の受入れに係る初期的な計画概要 【③食品・飲料水の調達・提供】

【熊本県の事例より】

ホテル等

【食品・飲料水の調達・提供フロー】

小売事業者
弁当事業者 等

ホテル等で
食事を提供

基本

手続の流れ(想定)

災害時応援協定締結
事業者等により提供

熊本県
熊本市

宮古島市
多良間村

①避難者数の
情報提供

②食事の提供の調整
不足分の把握

④輸送

③要請

不足する場合

ホテル等
食事

約20,000食/日
（約54%）

不足

約17,000食/日
（約46%）

全体
約37,000食/日

＜ホテル等での食事提供可能数＞

※避難先市町村内のホテル等へのアンケート調査より

〇 令和６年度の検討では、避難直後の支援ということ
を踏まえ、現物での提供を検討し、地元弁当事業者や
小売事業者と連携して食事を提供する案に整理。

〇 ただし、都道府県知事が必要と認めた場合には、現
物ではなく金銭での支給が可能であるため、令和７年
度の検討においては、避難住民の好みに合わせ付近
の飲食店で食事をとれるようにする案も含めて検討。

〇 一方、不足する

約17,000食のうち、

昼食が約54％を占める。

〇 事前調査により、３食
の食事のうち約半数強
はホテル等で提供できる
ことを確認。
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【来年度の検討方針】



○ 県と事業者が締結している既存の災害時応援協定等の枠組みを活用し、県から事業者へ要請を行い避難先連絡所

等に設置する拠点施設へ集約した上で、拠点施設からホテル等に輸送等する要領を作成。

九州・山口各県とも、災害時応援協定等を結んでいる業者を活用。

３-３．検討項目別の受入れに係る初期的な計画概要 【④生活必需品の調達・提供】

＜生活必需品の例＞

種別 品目

日用品
消毒液
マスク
傘

衣類等

洋服上下
シャツ
下着類
靴下
靴
サンダル

【長崎県の事例より】

ｖ

広域物資輸送拠点

(市区町村指定)
例：出島メッセ長崎、長崎市民会館
：シーハットおおむら、内村記念アリーナ

(都道府県指定)
例：長崎県消防学校（大村市）

全国から集まる物資の荷受け、

一時保管、仕分け、出荷、在庫管理等

県から割り振られた物資の荷受け、

一時保管、仕分け、出荷、在庫管理等

県災害救助用備蓄物資在庫場所

県備蓄倉庫、各振興局など

緊急的な対応が必要な場合、備蓄物資から手配）

ｖ

拠点施設（又は地域物資拠点）

収容施設（受入施設）（※2）

最低限必要の

物資は予め輸送）

個別の必要物資は、市内周遊バス等を活用し、

 避難者が拠点施設に取りに行くことを想定

ホテル・旅館等

種別 品目

その他

乳幼児紙おむつ
粉ミルク
離乳食
女性用生理用品
高齢者用紙おむつ
高齢者用尿取りパッド

都道府県知事が必要と認めた場合には、現物ではな
く金銭での支給が可能であるため、令和７年度の検討
においては、現物支給のほか現金支給による提供に
ついても検討
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【来年度の検討方針】



避難元地域 避難先地域

避難住民情報の連携

沖縄県・

先島５市町村

鹿児島県

（保健福祉部）

その他市町村

保健所

医療機関等
（国立病院機構、公立／公的医療機関

赤十字県支部，県医師会等）

透析医会等

透析患者等の受入れ対応
に関する相談／助言

受入４市
（鹿児島市、鹿屋市、

指宿市、霧島市）

連携

○ 保健師チーム等による

健康管理や健康相談窓口の設置

○ 医療需要に応じ救護班による

巡回診療

○周辺の医療機関一覧を作成の上、
透析患者、難病等の受入可能な

医療機関について情報提供

ホテル・旅館等の収容施設保健師チームの派遣

救護班の派遣調整

・保健師チームの派遣ローテーション調整

・健康相談窓口設置方法の調整

・提供情報等の調整

３-３．検討項目別の受入れに係る初期的な計画概要 【⑤避難者の健康管理】

〇  沖縄県・先島５市町村と九州・山口各県において、避難に関する情報連携を行い、県下市町村、保健所、関係機関等

と協力体制を構築した上で、保健師チーム派遣等により避難者の健康管理等を行う要領を作成。

   九州・山口各県とも、保健師による健康相談窓口等を設置。

【鹿児島県の事例より】

要配慮者の受入れについては来年度以降詳細を検討
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【来年度の検討方針】



３-３．検討項目別の受入れに係る初期的な計画概要 【⑥通信設備の提供】

〇 ホテル等の既存の通信設備を活用しつつ、 設備のない施設については、県が通信事業者と連携し、避難住民の

通信環境を整備する要領を作成。

   九州・山口各県とも、宿泊施設等でWi-Fi等の利用を可能とする計画とした。

【宮崎県の事例より】

※中継機を連携させ、施設の躯体へ影響を与えない

 形で整備可能なWi‐Fiネットワークを活用

無線親機

中継機

14

※受入れを想定しているホテル等
を調査し、Wi-Fi環境を確認



４．取組スケジュール



④

◇ 令和６年度から８年度までの取組スケジュール

令和６年度 令和７年度 令和８年度

住民避難

避難住民
の受入れ

（※）

４．沖縄県の離島からの住民避難・受入れの検討に係る取組スケジュール

〇 令和６年度は、沖縄県等と連携した検討・訓練の取組を継続するとともに、九州・山口各県において、避難当初の約

１か月間において必要となる事務や調整事項を検討し、受入れに係る初期的な計画を作成する。

〇 令和７年度以降、令和６年度と同様に沖縄県等と連携した検討・訓練の取組を継続し、令和８年度に沖縄県におい

て予定している実動・図上訓練（国重点訓練）に向け、住民避難の実効性の向上に取り組む。また、九州・山口各県と

連携して、受入れ検討の更なる具体化を進め、受入れ基本要領を作成する。

受入れ基本要領
の作成

Ｒ７年度 
図上訓練

受入れ基本要領の
作成に向けた検討
の更なる具体化

Ｒ８年度 
実動・図上訓練
（国重点訓練）

関係府省庁による九州・山口各県・関係市町村の取組への積極的な支援

関係府省庁による沖縄県・先島諸島５市町村の取組への積極的な支援

関係機関において
年４回程度検討会を実施

中間確認のため年３回程度
県部長級会議等の実施

１/30
Ｒ６年度 
図上訓練
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部局長会議

令和７年度以降の検討課題
・初期的な計画の更なる具体化
・要配慮者の受入れ調整に関する事項の検討
・避難の中長期化を見据えた検討
（就学再開、就労支援、中長期の収容施設の提供等）

令和７年度以降の検討課題
・空港の保安検査要員の確保など体制面の強化
・要配慮者の移動の負担軽減等の観点からの、航空機の更なる活用等
・港湾等の実地確認も含めた避難実施要領の精緻化

部局長会議

※ 避難住民の受入れ検討においては、これに加えて課長級会議を複数回開催しており、令和7,8年度も継続する予定。

受入れに係る
初期的な計画
の作成



参考資料



保健師
（県・市）

〇避難元市町村：石垣市(12,611人）
〇受入れ市町村：下関市(6,006人)、宇部市(2,129人)、山口市(2,343人)

防府市(1,193人)、山陽小野田市(940人) 

受入れに係る初期的な計画 概要【山口県】

【山口市での受入れの例】※検討対象 白保地区 １,５７３人
①輸送手段の確保

③食品の給与及び飲料水の供給

④生活必需品の給与又は貸与

⑤避難者の健康管理

②宿泊施設（ホテル等）の供与 【割振方針（原則）】
単身世帯・２人世帯はビジネス
ホテルタイプ。３人世帯以上は
旅館の和室を配分。

■宿泊施設
新山口地区、湯田地区

受入れ市内の宿泊施設事業者と連携し、避難住民を割り振り。

ホテル等

ホテル等による
食事の提供

避難住民

宿泊施設（ホテル等）による食事提供を実施しつつ。提供できない不足分につ
いては協定事業者と調整し、弁当等を手配。

福岡空港から避難先連絡所まで地下鉄・新幹線により輸送。
避難先連絡所から宿泊施設（ホテル等）までは、貸し切りバス又は徒歩。

宿泊施設（ホテル等）で整備されている通信設備(フリーWi-Fi)を利
用することを基本とし、必要に応じ通信事業者を通じ通信端末を貸与。

⑥通信設備の提供

県・山口市と協力体制を構築した上で健康相談を実施。
需要に応じて柔軟に人員の配置を行う。

災害協定事業者の協力により、避難後の被服を確保。
歯ブラシや石鹸等は宿泊施設(ホテル等)のアメニティ等を活用。

石垣市

避難住民
基礎情報

必要数量発注

衣類提供事業者受注品を
配送

避難先連絡所到着時に被服配布

県

ホテル等
アメニティ活用

ホテル等

避難先連絡所等常設

巡回

【地
下
鉄
】福
岡
空
港
駅

【新
幹
線
】博
多
駅

新
山
口
駅

避
難
先
連
絡
所

福
岡
空
港 新

幹
線

地
下
鉄

徒
歩

バ
ス

宿
泊
施
設

（ホ
テ
ル
等
）

健康相談
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〇避難元市町村：石垣市（２７，０１４人）、宮古島市（２０，３８３人）
〇受入れ市町村：【 石 垣 市】福岡市（２７，０１４人）
〇受入れ市町村：【宮古島市】北九州市（１２，２５２人）、久留米市（２，４６６人）、大牟田市（１，４７１人）、飯塚市（１，７０９人）、

田川市（１，０８１人）、朝倉市（１，４０４人）

受入れに係る初期的な計画 概要【福岡県】

【石垣市住民の福岡市での受入れの例】

①輸送手段の確保

③食品の給与及び飲料水の供給

④生活必需品の給与又は貸与

⑤避難者の健康管理②収容施設（ホテル・旅館）の供与

・バス協会等と調整した上で、福岡空港から避難先連絡所まではバスを使用
・避難先連絡所から収容施設（ホテル等）までは、バス又は徒歩

【宿泊施設】 ・食事の提供設備がない場合、ホテル等が別途手配し、弁当事業者からの配送等で対応
・ホテル等が対応できない場合については、福岡市が対応

【クーポン券】・クーポン券を使用して、飲食店（協力飲食店のみ使用可能）を利用【来年度以降の検討事項】

※ 食費の限度額（1日あたり1,230円）では、飲食店の利用は困難なため、特別基準を設定すること
 を国に要望

① 石垣市において、福岡市で、どのような生活必需品が必要かどうか住民へのニーズ調査を実施し、
収集した情報を福岡市と共有

② 福岡市は避難住民からのニーズに基づき、給与又は貸与可能な物資を調達
必要に応じて、国又は県に物資供給の支援を要請【来年度以降の検討事項】

③ 調達した生活必需品を避難先連絡所もしくは宿泊施設で配付
④ 避難住民からのニーズに基づき、対応可能な範囲内で物資を調達及び提供

・ 福岡市は平素の状況であり、医療機関等も通常通り運営されているため、医療機関の外来受診や
検診に加え、相談や保健師等による個別支援を実施

① 福岡市が必要な通信環境（ニーズ）の把握に係る調査を実施
② 福岡市が調査結果を県へ報告
③ 県が調査結果に基づき、通信事業者等と通信設備の調達及び設置に係る調整を実施
④ 県から福岡市へ調整結果を共有
⑤ 福岡市が収容施設と通信設備の設置に係る調整を実施

⑥通信設備の提供

避
難
先
連
絡
所

バス

福
岡
空
港

バス 宿
泊
施
設

登野城小学校区 人口：8,734人

登野城

人口：5,150人

ホテル（博多駅近傍）

大川

人口：3,584人

【割振方針】
登野城小学校区の住民については、コミュ

ニティ維持の観点から、博多駅近傍のホテル
に割振りを行う

博多駅

（宿泊施設へ直接輸送が困難な場合）

バス 徒歩

宿
泊
施
設

原則３食提供

提供設備がない場合、
弁当事業者が配送

ホテル等周辺飲食店に
おける食品の給与

【来年度以降の検討事項】

【来年度以降の検討事項】
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〇避難元市町村：与那国町（計１,７０８人）
〇受入れ市町村：佐賀市(９８２人）、鳥栖市（７２６人）

受入れに係る初期的な計画 概要【佐賀県】

【佐賀市での受入れの例】

①輸送手段の確保

③食品の給与及び飲料水の供給

④生活必需品の給与又は貸与

⑤避難者の健康管理

②収容施設（ホテル）の供与

福岡空港から避難先連絡所までは貸切バスを確保。避難先連絡所から収容施設
（ホテル）までは、貸切バス。

食事の提供は、ホテルでの提供のほか、県（市）において弁当事業者への外部委
託を行う。弁当の外部委託については、県（市）が別途手配し、配送等で対応。

県と事業者が提携している既存の災害時の協定を活用し、必要な生活
必需品を避難住民に届ける。 

県の保健師を避難先連絡所等に派遣し、避難者の健康管理を実施。
必要に応じ医療機関や市町と連携して対応。

収容施設（ホテル）で整備されている通信設備を利用することを基
本とし、必要に応じて、通信事業者と調整し、通信環境を整備。

収容施設は、避難先連絡所から移動しやすいこと、駅周辺など交通アクセスが
良いこと、地区／家族単位などでコミュニティの維持が可能となる一定規模の収
容数を有することを考慮して選定。受入れ市が避難住民を割振。

⑥通信設備の提供

貸切バス

避
難
先
連
絡
所

収容施設
（ホテル）

貸切バス
福
岡
空
港

【割振方針（原則）】
コミュニティ維持の観点から、

基本的に、同一地区の住民は近
隣の収容施設に割振。

■収容施設
祖納地区、比川地区

ホテル 避難住民

ホテルや弁当事業者による
食事の提供

避難住民

与那国町 県

小売業者
に発注

小売業者物流拠点

受注品を
配送

輸送業者等
が配送

保健師チーム等

の派遣
避難先連絡所

県

医療機関等

佐賀市
連携

発注票
送付

発注票
への記入

与那国町の地区名 受入れ市
祖納・比川地区 佐賀市
久部良地区 鳥栖市
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〇避難元市町村：沖縄県竹富町（４，２４９人）
〇受入れ市町村：長崎市（３，２４０人）、諫早市（５５６人）、大村市（４５３人)

受入れに係る初期的な計画 概要【長崎県】

【長崎市での受入れの例】

循環バス

・徒歩

避
難
先
連
絡
所

収容施設
（ホテル等）

JR・バス
福
岡
空
港

福岡空港から避難先連絡所まではJR及びバスを利用。
避難先連絡所から収容施設（ホテル等）までは、循環バス又は徒歩で移動。

①輸送手段の確保

収容施設（ホテル等）が食事提供をしつつ、収容施設（ホテル等）が提供できな
い不足分を、小売業者等と調整し、弁当を手配。

③食品の給与及び飲料水の供給

ホテル等 避難住民

ホテル等による
食事の提供

⑤避難者の健康管理

県・市・保健所・医師会・看護協会等と協力・連携し、拠点施設
（避難先連絡所）に看護職員等を派遣するとともに避難者の健康管理
等を実施。

収容施設（ホテル等）で整備されている既存の通信設備を利用する
ことを基本とし、必要に応じて通信事業者と調整し、通信環境を整備。

県

医師会・看護協会等

保健所

長崎市

連携

②収容施設（ホテル等）の供与

県旅館ホテル生活衛生同業組合と連携し、避難住民を割振。

【割振方針（原則）】
コミュニティ維持の観点から、

基本的に、同一地区の住民は同
一の収容施設に割振。

■収容施設（長崎地区）

避難元の各島（小浜島、新城島、西表島、
鳩間島）内におけるコミュニティを重視した宿
泊施設区分に配慮する。

⑥通信設備の提供

避難先連絡所

拠点施設

避難住民

必要物資
の注文

避難元役場

とりまとめ
提供

県

小売業者
に発注

小売業者
広域物資
輸送拠点

受注品を
配送

④生活必需品の給与又は貸与

県と事業者が提携している既存の災害時の協定を活用し、必要な生
活必需品を避難住民に届ける。

配送業者等
が配送

看護職員等

の派遣
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〇避難元市町村：宮古島市(11,733人)、多良間村(1,059人)
〇受入れ市町村：熊本市(9,247人)、八代市(1,059人)、山鹿市(127人)、阿蘇市(1,326人)、大津町1,033人)

受入れに係る初期的な計画 概要【熊本県】

【熊本市での受入れの例】

収容施設
（ホテル等）

貸切バス鹿
児
島
空
港

バス事業者等と調整した上で、鹿児島空港～避難先連絡所～収容施設（ホテル
等）は貸切バスを確保見込み。

①輸送手段の確保

収容施設（ホテル等）が食事提供をしつつ、収容施設（ホテル等）が提供でき
ない不足分を、小売業者等と調整し、弁当を手配。

③食品の給与及び飲料水の供給

ホテル等 避難住民

ホテル等による
食事の提供を基本

避難住民

ニーズ
取りまとめ

熊本市

小売業者
に発注

小売業者

物資集積
センター

輸送

④生活必需品の給与又は貸与

熊本市と小売事業者が締結している既存の災害時の協定を活用し、
必要な生活必需品を避難住民に届ける。

⑤避難者の健康管理

保健福祉班

支援チームの派遣

収容施設

（ホテル等）

熊本市「災害時における保健初動活動マニュアル」の保健福祉班健康
支援チームを収容施設（ホテル等）へ派遣することにより避難者の健
康管理等を実施。

収容施設（ホテル等）で整備されている通信設備を利用することを
基本とし、必要に応じて通信事業者と調整し、通信環境を整備。

事務職 保健師

熊本市

連携

②収容施設（ホテル等）の供与

関係団体等と協議し、収容施設（ホテル等）を確保見込み。避難住民は地区／
家族単位で割振を調整見込み。

【割振方針（原則）】
コミュニティ維持の観点から、

基本的に、同一地区の住民は同
一の収容施設に割振。

■収容施設（ホテル等）
上野小学校地区、旧佐良浜小学校地区、
下地小学校地区 計9,247名
→7,450部屋(11,469人分)を確保見込み

⑥通信設備の提供

配送業者等が配送

貸切バス

熊本市
（避難所担当職員）

必要物資
の注文

※避難先連絡所を含め要配慮者への支援は、今後庁内・庁外の関係機関等と協議予定

避難先連絡所
ﾅｰｽﾊﾟﾜｰｱﾘｰﾅ

(熊本市総合体育館)
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〇避難元市町村：石垣市（10,544人）
〇受入れ市町村：大分市（3,448人）、別府市（4,536人）、由布市（1,950人）、九重町（402人）、日田市（208人）

受入れに係る初期的な計画 概要【大分県】

【大分市での受入れの例】
①輸送手段の確保

③食品の給与及び飲料水の供給

④生活必需品の給与又は貸与

⑤避難者の健康管理

②収容施設（ホテル等）の供与

収容施設（ホテル等）が食事を提供。収容施設での食事の提供が困難な場合は
弁当業者等へ外部委託。

「災害時における生活必需物資の供給に関する協定」を準用し、流
通物資により対応。避難先連絡所や「災害時における物資の保管等に
関する協定」等を準用し、大分県倉庫協会が提供可能な営業倉庫を確
保。

自然災害時における既存スキーム（保健師等派遣）により対応する
が、医療機関の受診が必要な場合などは避難者による自主通院を基本
（周辺医療機関を紹介）とする。

保健師等の専門人材は、県等の保健師をはじめ、外部委託や人材派
遣会社の活用、ボランティア団体への協力要請により確保。

避難先連絡所及び収容施設（ホテル等）に整備されている通信設備
を活用。必要により携帯キャリア各社と連携し、期間を定めて貸与。

ホテル等の確保にあたっては、旅行代理店や大分県旅館ホテル生活衛生同業組
合等と連携して対応。ホテル等への受入れは、ホテル等の宿泊管理者と大分市で
連携して体制を整備。

⑥通信設備の提供

避
難
先
連
絡
所

収容施設
（ホテル等）

大型バス福
岡
空
港

福岡空港から大分市の避難先連絡所への輸送については、大分県で大型バスを
手配。避難先連絡所から収容施設（ホテル等）までは、大型バスで輸送。

大型バス

■収容施設
大分市中心部、鶴崎地区、光吉地区

【割振方針（基本）】
コミュニティ維持の観点から、

基本的に、同一地区の住民は同
一地区の収容施設に割振。

ホテル等 避難住民

ホテル等による
食事の提供

宿泊施設
（避難住民）

必要物資
の要請

業者

委託先

倉庫

納品
配送業者等
が配送

・物資の発注及び管理
・会計処理
・トラブル対応

在庫確認
発注

連携 収容施設
（ホテル等）

保健師等の派遣
（必要により）

県等

日本赤十字社、医師会、看護協会等

周辺医療機関へ通院
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〇避難元市町村：宮古島市（９，７６５人）
〇受入れ市町村：宮崎市（９，７６５人）

受入れに係る初期的な計画 概要【宮崎県】

県バス協会及び交通事業者と調整した上で、鹿児島空港から避難先連絡所及び
避難先連絡所から収容施設（ホテル等）まで貸切バスを確保。

①輸送手段の確保

収容施設（ホテル等）が食事提供を行うこととしつつ、不足分については、県
仕出し弁当協会が弁当を提供。

③食品の給与及び飲料水の供給

必要物資
の注文

④生活必需品の給与又は貸与

避難開始時は必要と見込まれる物資を事前に発注しておき、避難後
は避難住民の要望にも可能な限り対応。

⑤避難者の健康管理

上記のほか、避難住民が県内医療機関を受診する際の参考として、
県内医療機関の情報を提供。

携帯通信事業者と調整し、避難先連絡所及びホテル等においてＷｉ
－Ｆｉによる通信環境を整備。なお、ホテル等に既存の通信環境があ
る場合は原則それを活用。

県

関係団体

医療機関
宮崎市

連携

②収容施設（ホテル等）の供与

県旅館ホテル生活衛生同業組合及び旅行代理店事業者と連携し、避難住民を割
振。

【割振方針（原則）】
コミュニティ維持の観点から、基本的に、同

一地区の住民は同エリア内の収容施設に割振。

■収容施設
中心市街地地区、青島地区

⑥通信設備の提供食事及び
飲料水の
提供

物資の
配送貸切バス

避
難
先
連
絡
所

収容施設
（ホテル等）

貸切バス

鹿
児
島
空
港

ホテル等

弁当協会

ホテル等の食事不
足分を弁当で提供

避難先連絡所

個人のニーズ
に応じて受領

県避難住民

避難住民

小売事業者避難先連絡所
物資の
受領

物資に関する
要望

・避難先連絡所での医師等による
健康相談

・避難完了後の保健師等による相
談窓口の設置

・透析が必要な住民の受入医療機
関の調整
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〇避難元市町村：沖縄県宮古島市（13,814人）
〇受入れ市町村：鹿児島市（8,415人），鹿屋市（834人），指宿市（1,480人），霧島市（3,085人）

受入れに係る初期的な計画 概要【鹿児島県】

①輸送手段の確保（鹿児島市での受け入れの例）

③食品の給与及び飲料水の供給（霧島市での受け入れの例）

④生活必需品の給与又は貸与（指宿市での受け入れの例）

⑤避難者の健康管理（鹿児島市での受け入れの例）

②収容施設（ホテル等）の供与（鹿児島市での受け入れの例）

・鹿児島空港から各収容施設まで，貸切バスで直接移送することを想定。
・貸切バスは鹿児島県バス協会と連携して県が手配する。

避難先の収容施設において，食事の提供が困難な場合，県が食事（弁当）提供事業
者に依頼し，収容施設まで配送する。

・生活必需品については，県が物資提供事業者及び運送事業者に依頼し，
収容施設まで配送する。
・生活必需品を調達するにあたり，県と民間事業者が締結している災害
時応援協定の枠組みを活用する。
・物資集積拠点として，鹿児島県災害時受援計画において予め選定され
た物資拠点候補地の利用を想定。

避難先地域に対して，医師等保健医療関係者による巡回保健班等を派遣
し，巡回診療（相談）等を実施するとともに，健康相談等窓口を設置す
るなど，当該地域の良好な衛生状況の保全，避難住民等の健康状態の把
握，健康障害の予防等を行う。

県で避難先収容施設等の通信設備の整備状況を把握し，不足する分を通
信事業者の協力により整備する。

・収容施設は，鹿児島県ホテル旅館生活衛生同業組合と連携し， 鹿児島県が
確保する。（鹿児島市内中心部等の収容施設で受入れる。）
・施設及び部屋の割振りについては，避難生活への影響を最小限とするため，
地区・家族単位などでコミュニティを維持できるよう調整し，世帯構成及びホ
テルの部屋数や部屋の種類等を考慮し一世帯一部屋以上を基準に入居できるよ
うに県で割り振る。
・収容施設における避難生活は，住民が主体となって行うこととし，鹿児島県，
鹿児島市は，それを支援する。

⑥通信設備の提供（鹿屋市での受け入れの例）

鹿
児
島
空
港

収容施設
（ホテル・旅館等）

貸切バス

（１日あたり最大４０台確保）

食事（弁当）
提供事業者

避難先地域
(霧島市) 収

容
施
設

配送

必要数
報告とりまとめ

発注

鹿
児
島
県

県から運送事業
者へ配送依頼

必要数
報告

発注

鹿児島県

物資集積拠点

配送

避難先地域
(指宿市)

とりまとめ

収容施設

物資の
提供

物資提供事業者

ホテル等による
食事の提供
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